
これまでの取組 
 

平成７年「建築物の耐震改修の促進に関する法律」制定 

     ※旧耐震基準の特定建築物(不特定多数の利用者、３F 以上、床面積 1,000 ㎡以上) 

     ※本庁舎該当⇒耐震改修の努力義務 

 

平成８年「耐震診断と躯体調査」実施 

     ※南北方向 Is 値 １F（0.49）２F（0.58）３F（0.62）⇒ ● 

     ※東西方向 Is 値 １F（0.89）２F（0.92）３F（1.20）⇒ ◯ 

     ※一般的な Is 値 0.6（地震の振動、衝撃に対し倒壊、崩壊の危険性が低い） 

     ※コンクリートの「圧縮強度」、「中性化深さ」とも特に問題なし 

 

平成１８年８月「柏原市役所市庁舎における耐震・防災検討会」開催 

        ※副市長と関係課職員８名、市議会５名（各会派代表） 

        ※H18.8、H19.4、H20.5 と計３回開催 

        ※継続検討 

 

平成２４年「耐震診断と躯体調査」実施（平成 8 年と比較して全体的に性能低下） 

      ※南北方向 Is 値 １F（0.22）２F（0.39）３F（0.20）⇒ ● 

      ※東西方向 Is 値 １F（0.60）２F（0.57）３F（0.75）⇒ ● 

      ※コンクリートの「中性化深さ」が進行 

 

平成２５年７月「柏原市役所庁舎における耐震・防災対策を踏まえた今後のあり方検討会」開催 

        ※副市長と関係課職員８名、市議会５名（各会派代表） 

        ※H25.7、H25.12、H26.1、H26.6、H26.7、H26.8 の計６回開催 

         （うち２回、耐震化庁舎と建替え庁舎を視察） 

        ※耐用年数が残り１５年程度で、耐震改修後、直ぐに建替え等の検討が必要と

なるため、耐震改修以外の方法で庁舎整備を検討 

 

平成２７年３月「庁舎研究報告書」の公表 

        ※耐震改修以外の方法での庁舎整備を研究 

        ※研究内容は、既存施設への分庁舎化、新庁舎整備、庁舎規模、庁舎整備候補

地、庁舎整備費用、整備手法等 

 

平成２７年５月「市民アンケート」実施 

        ※庁舎研究報告書の研究内容についてのアンケート 

        ※市民からコンパクト化、建設費抑制、市民活動の場、にぎわい創出等の意見 

 

平成２７年１０月「民間提案」募集 

         ※財政負担の平準化、庁舎整備費用の抑制への提案募集 

※リース方式、土地信託方式、PFI 方式の提案を受付 

 

平成２８年９月から平成２９年３月「国アドバイザー」や「民間事業者等」と意見交換 

                 ※実現可能性高い方式としてリース方式との意見 

 

平成２９年４月「市町村役場機能緊急保全事業」創設 

        ※財政負担の平準化（リース方式と同等以上） 

        ※早期の庁舎整備（平成３２年度までの起債） 

 

平成２９年１１月「基本構想等策定業務」の委託 
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